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本日の講演内容

• IPBESの組織、役割、活動経過について

• IPBES地球規模評価報告書の概要

• 生物多様性と気候変動の連関について（IPBES-IPCC共催
ワークショップレポートの概要）

• Nature-based Solutions （自然に根ざした解決策）について
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IPBESの組織、役割、活動経過について
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IPBESとはなにか？

• 正式名称
生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学－政策プラットフォーム
Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services

• 組織形態

ドイツ・ボンに事務局

2021年7月現在で137か国が加盟

独立した政府間組織（参加国が設立）

• 目的

生物多様性や生態系サービスの現状や変化を科学的にアセスメントし、政策
提言を含む報告書を作成 （生物多様性版IPCC）

• 運営方法

公募で選出された世界レベルの専門家が、既存の論文等の知見をもとにア
セスメントレポートを執筆し、条約交渉や各国、関係機関の政策・意思決定に
有用な情報を提供
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IPBESに期待される役割

研究 アセスメント

観測 政策

IPCC

気候変動枠組条約

International,
national
research projects
& programmes
(Future Earth)

Observing
Systems:
GEOSS
GEO BON

IPBES

生物多様性関連条約
（生物多様性条約，移動性野
生動物種の保全条約，ワシン
トン条約，ラムサール条約，
世界遺産条約，食料・農業植
物遺伝資源条約）



6

IPCCとIPBESのスコープの違い

Biodiversity &
Ecosystem Services

Health Economy Social

Climate
Change

Land Cover
Change

Biodiversity
Loss

Nutrient
Loading Etc.

IPBES

Driver

Pressure

Impacts

IPCC

Climate Change

Energy
Sector Biodiversity Food

Supply Water

Health Economy Social

気候変動による環境や人間
社会への様々な影響を評価

生物多様性（B）と生態系サービ
（ES）スを中心に、BESの状態に影響
を与える諸要因や帰結を評価
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IPBESの組織構成

事務局 (技術支援機関を含む)

学際的専門家パネル (MEP)
Responsible for carrying out the scientific and technical
functions of the work program,

ビューロー（Bureau）
Responsible for overseeing the administrative
functions of IPBES

総会（Plenary）・・・意思決定機関

Responsible for the overall work program, working through Bureau and MEP

シナリオ・モデル、政策支援
ツール、能力養成、知識・
データに関するタスクフォース

アセスメントの専門家グ
ループ
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IPBESによるアセスメントの実施状況
〇完成したもの

2016
①生物多様性・生態系サービスのシナリオ・モデルの方法論のアセスメント報告書
②花粉媒介・食料生産に関するアセスメント報告書
2018
③生物多様性・生態系サービスに関する地域別アセスメント報告書
④土地劣化と再生に関するアセスメント報告書
2019
⑤生物多様性・生態系サービスに関する地球規模アセスメント報告書

〇実施中・開始が決定しているもの（完成予定年を記載）
2022
⑥自然とその恵みに関する多様な価値評価に関する方法論のアセスメント報告書
➆野生種の持続可能な利用に関するアセスメント報告書
2023
⑧侵略的外来種に関するアセスメント報告書
2025～6
⑨生物多様性、水、食料及び健康の間の相互関係（Nexus）に関するアセスメント報告書
⑩生物多様性の損失の根本的要因、変革（Transformative change）の決定要因及び生物多
様性の2050ビジョン達成のためのオプションに関するアセスメント

⑪ビジネスと生物多様性に関する方法論アセスメント

環境省（2019）をもとに作成
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次期生物多様性目標（ポスト2020目標）との関係

環境省（2019）

2021
次期国家戦略の策定

COP11（インド）

持続可能な開発目標
（SDGs、国連総会採択）

リオ＋20会議

目標達成状況評価

中間評価
COP12（韓国）

IPBESの設立

条約事務局評価
(GBO4)

COP13（メキシコ）

COP14（エジプト）

（次期目標の検討）
IPBES地球規模評価

報告書（2019）

2010

2012

2014

2015

2016

2020

2018

2021

2011

2019

IPBES地域別評価
報告書（2018）

次期国家戦略の検討

次期目標に向けた検討

生物多様性国家戦略
2012-2020閣議決定

我が国の対応

IPBES評価

条約事務局評価
(GBO5)9月 IPSI8熊本

COP10 日本が議長国

SATOYAMAイニシアティブを提唱

生物多様性条約全体の動き

愛知目標

COP15（中国） 次期目標の採択

IPSI設立
（SATOYAMAｲ
ﾆｼｱﾃｨﾌﾞ国際
ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）
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IPBES地球規模評価報告書の概要

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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この50年間で世界人口は倍増、世界経済は4倍近く成長、世界
貿易は10倍に増加し、これらが組み合わさりエネルギーと物資
の需要を増大させた

先進国 開発途上国 後発開発途上国 世界全体

生物多様性の鍵になる
重要な地域（KBA）の保護

大気汚染 肥料の使用量

国内物質消費量国内総生産（GDP） 生体バイオマス採取量
（国内消費と輸出含む）
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IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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（分類毎の絶滅危惧割合）×（分類毎の種数）＝（当該分類の絶滅危惧種）
100万種の生物が絶滅の危機に瀕していることを示唆

人間活動の影響により、地球全体でかつてない規模で
多くの種が絶滅の危機に瀕している。

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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ESに関する27の評価指標では、
●増加：エネルギー、農地、資材
●劣化：生息地、花粉媒介動物、

病害虫、漁業資源、
遺伝資源、等

生息域の形成と維持

送粉、種子散布等

大気質の調整

気候調整

海洋酸性化の調整
淡水の量、場所、
タイミングの調整
淡水、沿岸域水質
の調整
土壌、堆積物の形成、
保護、除染

災害、極端事象の調整

有害生物、
生物プロセスの調整

エネルギー

食料、飼料

資材、ペット、
（家畜）労働力

医薬品、生化学、
遺伝資源

学習、インスピレーション

身体、心理的体験

アイデンティティ形成

将来の選択肢の維持

1970年以降の生態系サービス（ES）の世界的傾向

十分確立している

確立しているが不十分

競合する解釈あり

一致 異なる地域ごとの傾向

世界の傾向

結果の信頼度

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity
and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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生態系別の自然劣化を引き起こす直接的要因

人口・
社会文化

経済・
技術

制度・
ガバナンス

紛争・
伝染病

陸域

陸水域

海洋

間接要因
直接要因

自然劣化の例

価
値

観
と
行

動

陸・海の利用の変化
直接採取
気候変動
汚染
侵略的外来種
その他

直接要因の背景には、生産・消費パターン、人口の動態と推移、貿易、技術革新および
ガバナンスなどといった社会の価値観や行動がある

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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愛知目標の進捗概要

Poor 20/53（38%）
前進がほぼ無い、全く無い

Good 5/53（9%）
地球規模で全面的に前進

Moderate 19/53（36%）

進捗はあるが不十分、十分な進捗が一
部側面や地域に限られる

Unknown 9/53（17%）
情報不足

「ほとんどの目標について進捗が見られたも
のの、20の個別目標で完全に達成できたもの
はない」（CBD, 2020）

愛知目標（20の目標）を53の指標で評価
※指標の定量分析、体系的文献レビュー、生物多様性条約
第5次国別報告書、および2020年までの国別の追加的行動
宣言に基づいて評価

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services:
Summary for Policy Makers.
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SDGsの達成を支える
BESの傾向
※ターゲットごとの評価は可能な限り文献の体系的な評価と指
標の定量的分析に基づいている

Full support 0/44（0%）
世界全体で状況が良好か十分な改善傾向

Partial support 14/44（32%）
• 世界全体の状況と傾向は改善しているが小規

模か不十分、

• いくつかの側面では大きく改善したが他の側
面では悪化傾向、あるいは

• いくつかの地域で改善したが他の地域では悪
化傾向にある

Poor/Declining support 21/44（48%）
世界全体で貢献が乏しいか深刻な悪化傾向

Uncertain relationship 4/44（9%）
BESとターゲット達成との関係が
不確実

Unknown 5/44（11%）
データ不足

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and
Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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持続可能な
世界シナリオ

地域間競争
シナリオ

経済楽観主
義シナリオ

持続可能な地球シナリオ（SSP1、RCP2.6）
• 積極的な環境政策と持続可能な生産と消費
• 低レベルの温室効果ガス排出量

地域間競争シナリオ（SSP3、RCP6.0）
• 貿易などについての高い障壁と貧富の格差の拡大
• 高レベルの温室効果ガス排出量

経済楽観主義（SSP5、RCP8.5）
• 急速な経済成長と緩い環境規制
• 非常に高レベルの温室効果ガス排出量

西アジア 南アジア 東南アジア 北東アジアシナリオ 生物多様性
動植物種数の変化

供給サービス
食料、飼料、木材、バイオエネルギー

調整サービス
窒素除去、土壌保護、作物の花粉媒
介、作物の害虫防除、生態系による
炭素貯留

2015～2050年の変化

世界的に用いられる環境シナリオの中で、
最も持続的な社会を表したもの

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and
Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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2015年から2050年ま

での土地利用変化と
気候変動による生物
多様性、生態系サー
ビスへの影響

• ほぼ全地域で、持続可能
な地球シナリオでBESへの

影響が最も小さい。地域間
競争シナリオと経済楽観主
義シナリオでは影響の地
域差が大きい

• 供給サービスは地域間競
争シナリオと経済楽観主義
シナリオで最大だが、生物
多様性と調整サービスを
犠牲（トレードオフ）にして
いる

IPBES（2019）The Global Assessment Report on
Biodiversity and Ecosystem Services: Summary for
Policy Makers.
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持続可能な将来に向けた
社会変革のためのレバレッジポイント

ガバナンスの介入策（レバー）
• インセンティブと能力強化
• 部門横断的な協力
• 先制行動
• レジリエンスと不確実性を考慮した意思決定
• 環境法とその実施

８つのレバレッジ・ポイント（介入点）
1. 豊かな暮らしのビジョン
2. 消費と廃棄の総量
3. 価値観と行動
4. 不平等
5. 保全における正義と包摂性
6. 外部性とテレカップリング
7. 技術、革新と投資
8. 教育および知識の形成と共有

反復的学習ループ

統合的、順応的、情報にもとづく、包摂的なガバナン
スアプローチ（スマートな政策の組み合わせを含む）

自然変化の
間接的要因

自然変化の
直接的要因

• 直接要因に焦点をあてた対策の限界
• 背後にある間接要因への対処が必要

IPBES（2019）The Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services: Summary for Policy Makers.
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生態系の保全・再生

気候変動の緩和

汚染、侵略的外来種、
乱獲等への対処

持続可能な生産

消費や廃棄の削減

生物多様性の損失を減らし、回復させるための行動のポートフォリオ
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土地と森林 持続的な農業 都市・インフラ 淡水 気候行動

ワン・ヘルス 持続的な食料システム 水産業・海洋

生物多様性2050年ビジョン達成に向け転換が必要な８分野

生物多様性保全を効果的に進めるためには多分野での保全策の実行、連携が不可欠
CBD (2020) Global Biodiversity Outlook 5
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生物多様性と気候変動の連関
IPBES-IPCC共催ワークショップレポートの概要



23環境省（2021）：生物多様性と気候変動に関するIPBES-IPCC合同ワークショップ報告書の解説

【議 題】
気候変動と生物多様性の相互関係と今後の人間社会への示唆

気候変動下の生物多様性保全
気候変動緩和策が生物多様性に与える影響

生物多様性と気候変動適応
生物多様性保全策が気候変動に与える影響

生物多様性、気候と人間社会の相互作用、境界と閾値

気候-生物多様性-人間社会ネクサスの対策

【専門家】
IPBES(25名)＋IPCC(25名)

＋
《科学運営委員会（SSC）》

IPBES(6名)＋IPCC(6名)
《技術支援》
IPBES事務局

IPCC第II作業部会TSU
※日本からは計3名参加

ワークショップ（IPBES-IPCC合同開催）

期間：2020年12月14～17日

科
学

的
査
読

※

現在進行中または将来の
IPBES評価作業のための支援
資料(2021年6月発表)

【背景】

気候変動と生物多様性損
失は「人類世」の最も深刻

な危機

この2つの危機は相互に

深く関わっていると言わ
れるが、科学者も政策決

定者も別々に対応

※IPBES 公 式 の レ

ビュープロセスは経
ておらず、IPBES総会

の承認は得られて
いない。

(成果)

• Workshop report
(24p)

• Scientific outcome
(252p)

日本語の概要版
（８月下旬にシノプ
シスの全文和訳を
公表予定）
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Section structure.
1. Climate and biodiversity are

inextricably connected with each
other and with human futures.
（全体像・相互連関）

2. Biodiversity conservation in light
of a changing climate.（気候変動
下における生物多様性保全）

3. The effects of climate mitigation
actions on biodiversity.（緩和策
が生物多様性に与える影響）

4. Biodiversity and adaptation to
climate change.（生物多様性と気
候変動適応との関係）

5. The effects of biodiversity
conservation actions on climate
change.（生物多様性保全が気候
変動に与える影響）

6. Interactions, limits, and
thresholds at the interface of
biodiversity, climate, and society.
（生物多様性・気候・社会の相互
依存関係や閾値）

7. Solutions at the climate-
biodiversity-society nexus.（気候
変動―生物多様性連関の解決
策）

IPBES-IPCCレポートの構成（全7節）
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気候変動の制御と生物多様性の保護は相互依存し、
持続可能で公平な人間福利に欠かせない

• エネルギー消費と自然資源利用の増大、土地･淡水･海洋利用の変化が、多くの
人々の生活水準向上を支えてきた反面、気候変化と生物多様性減少を加速、生
活の質を損なっている

• 気候変動と生物多様性損失は相互に依存：一方の問題解決にもう一方の問題
との関係を考慮する必要、両方に効果を発揮する政策のコベネフィット

• 気候変動を制御できなければほぼ
すべての生態系・社会生態系は劣化

• 気候、生物多様性の維持とすべての
人の生活の質の向上への同時対応が、
新しい保全のパラダイムに求められる

• 気候変動、生物多様性、良質な生活の
両立には、世界の陸域･海域生態系の
30-50%の保全が必要との推定も

⽣物多様性

気候変動 良質な⽣活
影 響

加速させることもある

環境省（2021）：生物多様性と気候変動に関するIPBES-IPCC合同ワークショップ報告書の解説
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生態系の保護、持続可能な管理と再生が、気候変動の
緩和･適応と生物多様性目標に向けたコベネフィットを生む

Nature-based solutions (NbS）（自然に根ざした解決策）

「気候変動の緩和･適応などの社会問題解決のための、自然や二次的自然の
保護、再生、持続可能な管理等の対策の総称」

• NbSは気候変動緩和・適応、生物多様性保全とのコベネフィット
• NbSの実施は長期的、計画的な実施により効果的
• 豊富な炭素貯蔵量と生物種を擁する陸域･海域生態系の損失･劣化の回避･

反転および再生の効果大
• 持続可能な農林業
• 都市のグリーン

インフラ構築
• NbSと技術的な対策の

融合

環境省（2021）：生物多様性と気候変動に関す
るIPBES-IPCC合同ワークショップ報告書の解説
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気候変動緩和･適応のみに焦点をあてた対策は
生物多様性に悪影響を及ぼす可能性がある

• 生物多様性に悪影響のある緩和策
• 樹木やバイオエネルギー作物の大規模単一栽培、本来森林ではなかった生態系

への植林、外来樹種の再植林、風力発電、水力発電、メガソーラー(森林伐採を伴うも

の)、再エネ技術のための資源採掘等

• 気候変動適応のための技術的対策には、生物多様性を損なうものもあれば
NbSを補完できるもの(e.g., 灌漑・水管理技術の向上)もある

• 視野の狭い気候変動適応策による不適応と想定外の悪影響の可能性
• NbSによるカーボンオフセットは厳格な条件下で効果的(e.g., 削減量の過大計上やダ

ブルカウント回避、適切なモニタリング)

森林炭素吸収源の保全
海洋炭素吸収源(ブルーカーボン)の保全

森林再⽣
海洋炭素吸収源(ブルーカーボン)再⽣

泥炭地の保全と再⽣
持続可能な森林管理

植林

農業における気候変動緩和･適応
家畜･放牧管理の改善

フードロス削減
⾷の選択の変化

バイオエネルギーとBECCS
太陽光発電
⽔⼒発電

その他の代替エネルギー

気
候
対
策

⽣
態
系

⾷
料

エ
ネ
ル
ギ
ー

⾃然⽣態系損失の回避

保護区の拡⼤と管理改善

劣化した⽣態系の再⽣

種の再導⼊と個体群再⽣

持続可能な農業
持続可能な⽔産業

⽣態系への脅威削減

森林⽕災の管理
補助⾦の⾒直し
持続可能な⽣産と消費

保
護

再
⽣

管
理

転
換

⽣
物
多
様
性
対
策

環境省（2021）：生物多様性と気候変動に関するIPBES-IPCC合同ワークショップ報告書の解説 ※―は正の、―は負の影響
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生物多様性の保護と再生に気候変動への対応を考慮
することで、コベネフィットを高められる

• 保護区、保全目的の積極的管理(森林火災制御や重要種の再導入など)は多くの場合コ
ベネフィットを生むが、対象とする生物圏や部門によって差

• 気候変動対策などのグローバル目標に向けた地域主導の保全活動の重要性

• 一人当たり消費量削減、食生活の変化、持続可能な自然資源利用が、生物多
様性危機と気候危機への対応に大きく貢献（cf. 間接要因への対策）

• 生物多様性オフセットの導入による柔軟な対応の可能性

森林炭素吸収源の保全
海洋炭素吸収源(ブルーカーボン)の保全
森林再⽣
海洋炭素吸収源(ブルーカーボン)再⽣
泥炭地の保全と再⽣
持続可能な森林管理
植林

農業における気候変動緩和･適応
家畜･放牧管理の改善
フードロス削減
⾷の選択の変化
バイオエネルギーとBECCS
⽔⼒発電

⾃然⽣態系損失の回避
保護区の拡⼤と管理改善

劣化した⽣態系の再⽣
種の再導⼊と個体群再⽣

持続可能な農業
持続可能な⽔産業

⽣態系への脅威削減
森林⽕災の管理

補助⾦の⾒直し
持続可能な⽣産と消費
⽣物多様性の主流化

保
護

再
⽣

管
理

転
換

⽣
物
多
様
性
対
策

気
候
対
策

⽣
態
系

⾷
料

エ
ネ
ル
ギ
ー

環境省（2021）：生物多様性と気候変動に関するIPBES-IPCC合同ワークショップ報告書の解説

※―は正の、―は負の影響
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気候、生物多様性と人間社会を一体のシステムとして
扱うことが、効果的な政策の鍵

• 生物多様性、気候と社会の
間の相互作用を考慮した政
策がコベネフィットを最大化、
トレードオフや人と自然の双
方に有害な影響を最小化

• 生物多様性損失と気候変動
のトレードオフや閾値(ティッピ

ングポイント)の回避に、社会変
革に向けた積極介入が必要

• 政策の効果発現の経時的･
広域的な検証が重要

現代社会 社会変革変革の機会

レバーと意思決定のポ
イント

気候変動を含む

多様なストレス

生物物理学的ストレス

レジリエンス領域

社会的ストレス

気候レジリエントな開発経路

生態系と人々にとってレジリエントな開発
経路

レジリエンスが低下する開発経路

高いレジリエンス 低リスク

低いレジリエンス 高リスク

環境省（2021）：生物多様性と気候変動に関するIPBES-IPCC合同ワークショップ報告書の解説
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社会生態系ガバナンスの変革が、気候と生物多様性の
レジリエンスが高い将来の発展経路へ導く

• 生物多様性と気候の相互関係に対処し、貧困･脆弱な人々の基本的ニーズを満
たす統合的な解決策はあるが、そのガバナンスと資金調達に壁

• 目標志向、統合的なガバナンスの必要性と課題
• 重層的ガバナンスがさまざまな規模の多機能空間の管理に有効
• 社会生態系の「レバ

レッジ・ポイント」
への介入が社会変革
を惹起

• 部門横断のシナリオ･
モデリングによる、
目標達成に向けたシ
ミュレーション

• かつてない迅速で広
範な行動が必要

森林⽣態系
サバンナ⽣態系
⼭岳⽣態系
海洋⽣態系

環境省（2021）：生物多様性と気候変動に関するIPBES-IPCC合同ワークショップ報告書の解説
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Nature-based Solutions（自然に根ざした解決策）

について
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Nature-based Solutions（NbS）とは何か？

• 和訳

自然を基盤とした解決策、自然を活用した解決策、自然
に根ざした解決策

• 定義
IUCN社会的課題に効果的かつ順応的に対処し、人間の幸福及
び生物多様性による恩恵を同時にもたらす、自然の、そして人
為的に改変された生態系の保護、持続可能な管理、回復のた
めの行動 （IUCN, 2016）

EU 自然に触発、支持された解決策は、費用対効果が高く、環
境的、社会的、経済的な利益を同時にもたらし、レジリエンスの
構築に役立つ。このような解決策は、地域に適合した、資源効
率の高い、体系的な介入を通して、より多くの、より多様な、自
然と自然の特徴とプロセスを都市、景観、海景にもたらす
（European Commission, online)

• 注意点
• 国際的な環境政策で普遍的に受け入れられているわけでは

ない

• 生物多様性条約では「生態系にもとづくアプローチ」（ecosystem-
based approach）がこの種の対策の概念として合意

• NｂSが生物多様性や人間の福利にマイナス影響を与え得る
施策を指すものとして使用されることがあり、使用に懸念を示
している研究者も存在

IPBES and IPCC (2021). The Scientific Outcomes of the IPBES-IPCC co-sponsored workshop on biodiversity and climate change



33

NbSは既存の生態系関連アプローチを包括する概念

Cohen-Shacham, E., Walters, G., Janzen, C. and Maginnis, S. (eds.) (2016). Nature-based Solutions to address global societal challenges. Gland,

生態系再生

気候変動緩和・適応
防災・減災

インフラ

管理方策

生態系保護
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何をもってNbSとするか？：IUCNによる世界標準

NbSの利用拡大にともなう概念の混乱、NbSの一貫性や根拠の欠如
を避けるためにIUCNでは8つの基準、28の指標を作成

8つの基準

1. NbSは効果的に社会課題に取り組む

2. NbSのデザインは規模によって方向づけられる

3. NbSは、生物多様性および生態系の健全性に純便益をもたらす

4. NbSは経済的に実行可能である

5. NbSは、包括的で、透明性が高く、力を与えていくガバナンスプロセスに基づい
ている

6. NbSは、主目的の達成と複数便益の継続的な提供の間のトレードオフを公平に
比較考量する

7. NbSはエビデンスにもとづき、順応的に管理される

8. NbSは、持続可能で、適切な法域の文脈の中で主流化される

IUCN (2021). 自然に根ざした解決策に関するIUCN世界標準. NbSの検証、デザイン、規模拡大に関するユーザーフレンドリーな枠組み. 初版.
グランスイス: IUCN
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都市計画へのNbSの組み込み

Global Commission on Adaptation (2019) Adapt Now: A Global Call for Leadership on Climate Resilience.から訳出

樹木や緑地を増や
してヒートアイラン
ド現象に対策

トロントとモントリオー
ルでは、樹木を大幅に
増やし、都市の生物多
様性と生態系の連結
性を向上

ドレスデンでは、地区
レベルの自然再生活
動の支援のために、
アーバン・ガーデニン
グ・ネットワークを構築

コミュニティ・ガー
デンは、保水力を
高めるだけでなく、
コミュニティの形成
と地域レベルでの
生態系保全を促進

夏の暑さを軽減し、冬
の断熱性を高め、雨水
の流出を抑えるための
屋上緑化

シカゴでは屋上緑化に
より雨水の流出が
36％減少

雨水の浸透を促進し、
雨水の流出を減らすた
めに、透過性のある表
面や湿地帯を増やす

中国のスポンジ・シティ
（海綿城市）構想は、
2030年までに雨水の
80％を回収、再利用、
吸収することを目標
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IPBES-IPCCレポートにおけるNbSに関するメッセージ抜粋
（主要なもののみ。一部再掲を含む）

• NbSは気候変動適応と生物多様性、生態系サービス間のコベネ
フィットを生む

• NbSの気候変動緩和への貢献程度については結論が出ていない

• NbSはすべての人為の温室効果ガスの野心的な排出削減があって
初めて効果を発揮

• 温室効果ガス排出の大幅な削減ができない場合、NbSによる気候
変動緩和の効果が低下または制限される可能性

• NbSを実施して適応能力を高める行動の費用対効果や社会的選好
は、時と場所により異なる

• NbSを実施する際に、意図しない結果（e.g., 適応策としてのNbS導入による副

作用）の考慮が重要

• 都市部でのNbSは、世界規模の気候変動緩和や生物多様性保護
への貢献度は小さいが、地域の生活の質の向上に大きな便益をも
たらすことがある




